
特集.多目的水利用システム

水資源共同開発への

ゲーム理論の応用

鈴木光男

1. 水資源の共同開発

水資源の開発が困難になってくるにつれて，自

治体や企業体，農業団体などによる水資源の共同

開発が行なわれるようになりつつある.そのさい

の問題点の 1 つに，し、かなる団体がこの共同開発

に参加し，そしてその参加者の間で費用をどう処

分するかの問題がある.この問題はすぐれてゲー

ム理論的問題であり，われわれはそれに対する l

つの方式をゲーム理論にもとづいて提案したし、と

思う.

水の有効利用の 1 つとして農業用水の高度利用

がある.農業用水は季節的なものであり，その利

用の方法の改善によってかなりの剰余が生ずると

思われるので，その剰余を都市用水に転用するこ

とが考えられる.したがって水資源の新規開発に

あたっては，農業用水として水資源を利用してい

る団体も含めた，総合的な共同開発計画をもつこ

とがのぞましい.

しかし現在のわが国の制度では剰余水があると

しても，その水利権は農業側にあり，都市水道事

業者がそれを自由に利用することができるわけで

はないので，農業用水の都市用水への転用を含む

共同事業はかならずしも円滑に行なわれているわ

けではない.そこで農業用水の水利権保持者にも

共同開発に参加してもらうためには，それに対す

るなんらかの見返りがなければならない.
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従来土地の転用のさいなどにとられてきた考え

方は「補償J という概念である.すなわちそれは

損害の償いという考えである.しかし，転用によ

って生ずる損害を補償するのは当然、のことであ

り，とくに剰余水の場合には損害がゼロならば，

補償はゼロになり，彼らが長い間苦労して資源を

保持してきたことに対する報いはなにもないこと

になる.

そこで参加に対する報酬というものを考えなけ

ればならないことになり，適切な報酬とはなにか

ということが問題になる.

いま新規水資源の開発事業を，都市用水事業主

体と農業用水水利権保持者との 2 つのタイプ。の主

体の共同事業として，ダムの建設と農業用水の都

市用水の転用とによって行なわれるものとする.

そしてその参加主体の間，その共同事業の成果や

費用が配分されるものとする.

その配分方式について，すべての主体が同意す

るときはじめてこの事業は共同事業として成立可

能になるわけであるが，われわれはゲーム理論に

おける l つの解の概念を適切な配分方式として提

案したいと思う.

2. 共同開発モデル

当面の開発事業への参加者の集合を

N={ 1, 2,..., n} 

とし，各主体の開発予定の年間取水量をムとす
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る .Nのサブ・クーループ Sだけで開発事業を行な

ったときの開発費用を Cs とし ， s としづ共同事

業としての成果を， S のメンバー i が単独で開発

事業をした場合の開発費用 C{il(簡単のために Cも

と書くことにする)を考え，その和よりどれだけ

費用が減少したかによって測ることにする.すな

わち， クソレープ Sのクーループとしての純開発成果

を V(S) とすると

V(S) = L; Ci-CS 
包 ES

とあらわすことができる . V(S)がマイナスの場

合には，そのような共同事業が行なわれないこと

はいうまでもない.

ここで参加主体の集合Nを農業用水水利権保持

者の集合A と都市水道事業者の集合Bとにわけ，

農業用水に関しては新規需要はないものとして

δFO， (iEA) 

とし ， Ot> O(iEB) とする.

単独開発費用じについては，農業団体では新

規開発は行なわないから ， Ci=O (i EA) で Ci>O

(iEB) である.

つぎの問題は開発費用 Cs の算定である.この

共同事業においては，夕、ム建設と農業用水の転用

による開発を行なうわけで、あるから，開発費用は

ダム建設事業費と転用事業費の 2 つからなる.い

ま問題の焦点を転用の問題におくために，ダム建

設にともなう問題は解決ずみと考える.転用事業

費は，転用にともなう直接工事費と水利権保持者

に対する転用補償費とにわけることができる.

いま Xij を農業水利団体 i から水道事業者 j へ

の年間転用水量とする.逆の転用はないものとし

て ， iEA , jE三B のときのみ Xij孟O で，それ以外

の場合は Xij=O とする.また Yi を主体 i のダム

からの年間取水量とし，防 ;;;'O(iEB) ， Yi=O(iE 

A) とする.

グループSが提携したときの共同事業の費用Cs

は，転用工事費を Ts， 転用補償費を Fs， ダム事

業費を Ds とすると
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Ts= L; L; eBijXij 
iESjE8 

Fs= L; L; fij(XiJl 
包 ESjeS

Ds= L; dlν (SnB手。)
je8 

とあらわされる.これらの費用は技術的な観点か

ら十分に吟味され，納得のゆく形で推定されるも

のとする.

この費用関数は，そのなかに補償費を含むこと

が特徴である.それは技術的に推定されるものと

して，かつ費用の l 部として算定される.

そのときのク。ループ S の開発費用 Cs ば

L;~れj+Y.i;;;'Oi (iES) 
jE8 

という制約のもとで

Cs= min {Ts(が) +Fs(xS) 十Ds(yS)} 
♂s νs 

として求められる . xS, yS はクーループ S 内での

仇j，釦を示す.

この最小化問題を解くことによって ， Cs とと

もに ， Xij， 紛がえられる.そのことは提携 S 内

で，農業用水がどのように転用され，ダムからは

どの程度取水すべきかを示すものである.

Cs が算定されれば v(S)は容易に求めることが

で、きる . V(S) ミ0で、あるようなグループ S は

つの共同事業として提携して事業をする可能性が

あるわけで，このようなク、ループを許容提携また

は単に提携とよぶことにする .Nの空でない任意

の部分集合について定義された関数v(s) をこのモ

デルの特性関数といい，このモデルは主体の集合

Nと特性関数のとの組(N， v)によって表現される

ことになる.このような形で表現されたモテ、ルを

特性関数形のゲームという.

3. 公平な分配としての仁

いまこの共同事業の参加者の受け取る利得を

かとすると，それは各参加者が単独で事業をした

場合にえられると期待される利得以下であって

は，その参加者はこの共同事業に参加しようとは
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しないであろうから，すべての iEN について

ρz註 v({i}) =L\-CiニO

でなければならない.彼はこの利得分を受けとる

ことによって，この共同事業に対して

qi=Ci-Pi~玉C包

だけ支払うものとする.また全体の利得はすべて

の参加者に分配されるから

ELPz=u(N) 

したがってまた

L; qi=CN 
iEN 

でなければならない.

利得ベグトルP= (Pr， P2 ， … ， pn) が上の 2 つの条

件をみたしているとき，この利得ベグトルを配分

とし、う.

問題はこの配分P のなかから適切なものとして

どのような配分を選ぶかということである.われ

われはそれが仁 (nucleolus) としづ配分によって

合意に達することを期待したい.仁というのは特

性関数形ゲームの解の l 種であって，解としての

ぞましいさまざまな性質をそなえている.

冗人の参加者が全体として協力して共同事業を

するにしても，その部分集合 Sだけで提携して共

同事業をする可能性があるわけであるから，提案

された配分 P に対して，ある提携 S は S だけで

事業をした場合の可能な値切(S)にもとづいて

の，S)=u(S)EPt

というものを考えるであろう.これは配分p の場

合に Sのメンパーが受け取る利得の和と S として

の可能な値 V(S) とを比較したもので，この値が

大きいほど， 5 は Jうに対して不満をもっと考える

ことができる.すなわち e(ρ， 5) は P ìこ対する S

の不満，あるいはリーグレットである.

すべての提携について，この不満の大きさが求

められる. 2 つの配分 pl， p2 があったとき，そ

れに対するすべての提携の不満を求め，それぞれ

の最大の不満を比較して，それが小さいほうがよ
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り受容的であると考えることができる.もし最大

の不満が等しい場合には 2 番目に大きしイ、満を比

較して，その小さいほうを受容的とする.すなわ

ち，辞書式順序によって比較し，小さいほうを受

容的と考えることにすると，すべての配分の聞の

比較が可能になって，ある 1 つの配分がえられ

る.この配分が仁である.すなわち仁は最大の不

満を最小にする配分であるということができる.

このような意味で-仁という配分は，プレイヤー

聞に利得を配分するにあたって考えられる公平な

分配の 1 つということができる.

なにが公ヂーかは議論のあるところであるが，た

とえばロールズの公平原理もその l っとして注目

されているが，実は仁はこのロールズの公平原理

と基本的に類似の概念である.そのことについて

は鈴木( 1 )を参照されたい.

ゲームにコアがある場合には仁はコアに含ま

れ，またゲームの交渉集合，カーネルにも仁は含

まれる.その意味で、仁はゲーム理論的な視点から

みて，きわめて安定性の強い解の概念である.そ

の意味で、も実現性が高いといえる.

4. 水資源開発における仁

われわれのモデルにおいて，仁 1り*を求め，費

用負担を求めれば

qも*=Cも -Pi*

としてえられる.農業水利権保持者は Ci=O であ

るから， φ*=-ρグ となる.このことは農業水

利権保持者はこの共同事業に参加し，農業用水の

都市用水への転用をみとめたことへの報酬として

か*を受け取ることを意味する.転用にともなう

損害の補償は費用関数のなかに入っており，した

がってこの Pグというのは補償分をこえて支払わ

れる部分である.現実には，補償の名目でかなり

広い概念の項目について水利権保持者に補償金が

支払われるというケースが多いが，補償はあくま

で損失にともなう補償として，できるだけ客観的

に測定したうえで，さらに転用を認めたことに対
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する報酬はそれ自体として別の角度から算定し，

適切な額を支払うべきであるというのがわれわれ

の基本的な考え方である.

この基本的な考え方にもとづいて，農業水利権

団体を単に補償を支払う対象としての団体ではな

く，ともに共同事業を行なうプレイヤーの 1 人と

して加えたことが，このモデルの特徴になってい

る.これはいわば都市と農村との連帯にもとづく

共同事業とし、う発想にもとづいているといっても

よい，仁とし、う配分を実現するためには，関係す

る主体が全体として協力関係にあるということが

前提となっていることも，都市と農村とが連帯

し，すべてがプレイヤーとしてゲームに参加し，

かっすべてのプレイヤーが l つの共同事業の参加

者としてこの共同事業を成功させようとしたと

き，仁は現実に実現可能な解となるということが

論文投稿のおすすめ

ご承知のように，本学会の論文誌は，従来，英文誌

と和文誌の 2 本立てでしたが，本年度からはそれらを

統合し，英文名を Journal of the Operation Reｭ

search Society of Japan，和文名を「日本オベレー

ションズ・リサーチ学会論文誌j として新発足いたし

ました.

と同時に，判型も B5 判として従来の英文誌より大

きくし，ページ数も約 100ページと倍増いたしました.

このため，掲載論文数は倍以上にふえ，いままで滞っ

ていた論文もほとんどなくなりました.現在の審査状

況はつぎのとおりです.

〔英文論文1 採択決定 7 編， 審査中 10編，

訂正依頼中 9 篇

〔和文論文〕 採択決定 2 篇， 審査中 6 篤，

訂正依頼中 5 篇

きたる 6 月 15日に発行を予定しております No.2 に

は，英文論文の採択決定 7 篇はすべて掲載されます.

従来は掲載待ちの状態が長く，どうせ投稿してもなか

なかのらなし、から，ということで，他の学術誌に掲載

を希望された会員も多かったようにうかがっておりま

すが，このような悪い状況は一掃されました.今後は

審査さえ通れば，かなり早い機会に掲載されるとお考

えくださって結構で、す.

1976 年 6 月号

できる.

なお参考文献2)3) で，われわれの考え)jにもと

づくケース・スタディを行なっている.
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専攻:ゲームの理論

以上のような状況ですので，いますぐにご投稿され

たといたしますと，審査の進行如何では英・和文とも

今年中に掲載されうることが十分に=予想されます. ど

うか，ふるってご投稿ください.

論文誌の編集体制について

論文誌の編集方針や審査の進行については直接の責

任を editor が負い. associa te edi tor とともに具体的

な処理を担当いたします.そしてその際，全国各地に

おられる advisory board のメンバーの助言を仰ぎま

す.会員各位で論文誌に対してご意見やご希望をおも

ちの方は編集委員会またはこれらの担当者にご連絡く

ださい.

本年度はつぎの方々に以上の役をお願いしています

editor 渡辺浩(筑波大・社会工学系)

associate editor 高森寛(青山学院大・経)

" 梅沢豊(東大・経)
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松田武彦(東工大) 三恨久(京大・工)

宵川公男(一橋大) 本告光男(中部電力)

西田俊夫(阪大・工) 斉藤嘉博(NHK)

佐々木綱(京大・工) 千住鎮雄(慶応大・工)
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